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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １  営業収益には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という。)は含まれておりません。 

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３  当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株に分割し、単元株式数を10株から100

株に変更しております。これに伴い、第39期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額を算定しています。 

 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

営業収益 (百万円) 58,890 58,091 57,191 64,511 69,333 

経常利益 (百万円) 10,767 12,715 11,994 15,719 14,392 

当期純利益 (百万円) 6,197 7,044 7,331 9,523 8,960 

包括利益 (百万円) 4,874 6,400 8,591 12,369 11,275 

純資産額 (百万円) 64,740 68,281 74,013 83,389 91,802 

総資産額 (百万円) 105,391 118,988 116,557 126,094 133,507 

１株当たり純資産額 (円) 2,263.66 2,387.47 1,293.94 1,459.07 1,606.33 

１株当たり 
当期純利益金額 

(円) 216.71 246.30 128.17 166.58 156.78 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ─ ─ ― ― ― 

自己資本比率 (％) 61.4 57.4 63.5 66.1 68.8 

自己資本利益率 (％) 9.7 10.6 10.3 12.1 10.2 

株価収益率 (倍) 15.3 15.7 21.8 19.5 20.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,117 19,928 4,146 7,969 5,783 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 467 260 △896 △244 △584 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,885 △5,192 △7,492 △3,015 △4,321 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 26,037 40,368 37,085 44,115 46,907 

従業員数 (名) 2,937 2,993 3,059 3,270 3,333 
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(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １  営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３  当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株に分割し、単元株式数を10株から100

株に変更しております。これに伴い、第39期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額を算定しています。 

 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

営業収益 (百万円) 49,906 51,559 51,951 57,969 59,640 

経常利益 (百万円) 9,792 11,947 11,448 15,112 13,495 

当期純利益 (百万円) 5,714 6,646 6,990 9,186 8,414 

資本金 (百万円) 2,970 2,970 2,970 2,970 2,970 

発行済株式総数 (株) 28,600,000 28,600,000 28,600,000 57,200,000 57,200,000 

純資産額 (百万円) 65,275 69,059 73,208 79,448 85,071 

総資産額 (百万円) 115,273 129,942 126,798 134,024 142,192 

１株当たり純資産額 (円) 2,282.39 2,414.69 1,279.88 1,390.13 1,488.54 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
100 100 100 70 50 
(40) (40) (40) (40) (20)

１株当たり 
当期純利益金額 

(円) 199.80 232.38 122.21 160.69 147.23 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ─ ─ ― ― ― 

自己資本比率 (％) 56.6 53.1 57.7 59.3 59.8 

自己資本利益率 (％) 8.9 9.9 9.8 12.0 10.2 

株価収益率 (倍) 16.6 16.7 22.9 20.3 22.2 

配当性向 (％) 50.0 43.0 40.9 31.1 34.0 

従業員数 (名) 2,859 2,898 2,941 3,146 3,190 
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２ 【沿革】 

  

 

昭和50年３月 住友不動産株式会社が開発・分譲するマンション、戸建住宅等の販売を担当する会社として、

東京都千代田区丸の内に泉住宅販売株式会社(資本金5百万円、同社全額出資)を設立 

昭和50年７月 住友不動産販売株式会社に商号変更 

本店事務所を東京都新宿区に開設 

昭和51年６月 住友不動産株式会社以外の事業主が開発・分譲する物件の受託販売を開始 

昭和54年６月 住友不動産株式会社より不動産仲介業務を譲受け、仲介業務に進出 

昭和57年６月 CIを導入し、仲介業務の総称を「住友の仲介・Step(ステップ)」に統一 

昭和57年９月 本店所在地を中央区京橋に変更 

昭和61年７月 50店目の仲介店舗を開設 

昭和62年４月 米国デラウェア州に現地法人米国住友不動産販売インク(連結子会社)を設立 

平成元年11月 100店目の仲介店舗を開設 

平成２年10月 米国ニューヨーク州に現地法人S.R.E.S.コロンバスインク(現住友不動産販売N.Y.インク、連結

子会社)を設立 

平成５年10月 六本木ファーストビル、六本木ファーストプラザ・ビュータワーが竣工 

平成７年３月 150店目の仲介店舗を開設 

平成７年６月 パルハウジング株式会社(現ステップ・プロパティーズ株式会社、連結子会社)を設立 

平成10年６月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成12年９月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成13年６月 ステップ不動産販売株式会社(現ステップ・アソシエイツ株式会社、連結子会社)、ウエル横浜

株式会社(現ウエル東京株式会社、連結子会社)を設立 

平成13年８月 ステップ・ローン・パートナーズ株式会社(連結子会社)を設立 

平成13年12月 200店目の仲介店舗を開設 

平成16年１月 ステップ・インベストメント・マネジャーズ株式会社(現ステップ・インベストメント株式会

社、連結子会社)を設立 

平成18年７月 本店所在地を新宿区西新宿に変更 

平成25年８月 250店目の仲介店舗を開設 

平成27年３月末
現在 

仲介店舗数255店舗 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社８社並びに関連会社１社により構成され、その業務は仲介業務、受託販売業務、

賃貸業務、不動産販売業務、その他であります。 

当社の親会社は住友不動産株式会社であり、当社は同社が開発・分譲するマンション、戸建住宅等を、同社より委

託を受け販売しております。また、当社は同社より本店事務所等を賃借しております。 

当社グループの業務に係る位置づけ及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、海外については、

米国における持株会社である米国住友不動産販売インク(連結子会社)のもと、以下のセグメントにおいて業務を行っ

ております。 

  

(1) 仲介業務 

当社が、全国の主要都市において、住宅等の仲介業務を行っております。また、住友不動産販売N.Y.インク(連

結子会社)が、米国ニューヨーク州及びその周辺において住宅等の仲介業務を行っております。 

  

(2) 受託販売業務 

当社が、全国の主要都市において、住友不動産株式会社をはじめとするデベロッパー等が開発・分譲するマンシ

ョン、戸建住宅等の受託販売業務を行っております。 

また、ステップ・アソシエイツ株式会社(連結子会社)は、受託販売業務に係る人材の派遣事業を行っており、当

社に対しても人材を派遣しております。 

  

(3) 賃貸業務 

当社及びステップ・プロパティーズ株式会社(連結子会社)が、主に首都圏において、オフィスビル、マンション

等の賃貸業務を行っております。また、住友不動産販売N.Y.インク(連結子会社)が、米国ニューヨーク州において

オフィスの賃貸業務を行っております。 

なお、当社は、賃貸資産の管理業務をステップ・プロパティーズ株式会社に委託しております。また、当社は、

六本木ファーストビルの管理業務を六本木ファーストビル株式会社(関連会社)に委託しております。 

  

(4) 不動産販売業務 

ウエル東京株式会社(連結子会社)及びステップ・インベストメント株式会社(連結子会社)が、不動産販売業務を

行っております。 

なお、ウエル東京株式会社及びステップ・インベストメント株式会社は、当社に不動産売買の仲介依頼をしてお

ります。 

  

(5) その他 

当社及びステップ・ローン・パートナーズ株式会社(連結子会社)が、住宅ローンに係る事務代行業務を行ってお

ります。 
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以上のグループについて図示すると、次のとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 

(1) 親会社 

(注)  有価証券報告書の提出会社であります。 

  

(2) 連結子会社 

(注) １  特定子会社であります。 

２  「議決権の所有割合」欄の(内書)は、間接所有であります。 

３  上記のほか、連結子会社が１社あります。 

  

 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業 
の内容 

議決権の 
被所有割合 

(％) 
関係内容 

住友不動産㈱ 東京都新宿区 122,805 
不動産賃貸 
不動産販売 

70.5 

当社は同社が開発・分譲す
るマンション、戸建住宅等
を、同社より委託を受け販
売しております。また、同
社より本店事務所等を賃借
しております。 
役員の兼任  １名 

 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有割合 
(％) 

関係内容 

ステップ・プロパティーズ㈱ 
(注)１ 

東京都新宿区 480 不動産賃貸 100 

当社は、同社に賃貸資産の
管理業務を委託しておりま
す。また、同社に短期貸付
金を貸し付けております。 
役員の兼任  ５名 

ステップ・アソシエイツ㈱ 東京都新宿区 30 
不動産の受託
販売に係る人
材派遣事業 

100 

同社は、当社に対して受託
販売業務に係る人材の派遣
を行っております。また、
同社より短期借入金を借り
入れております。 
役員の兼任  ４名 

ウエル東京㈱ 東京都新宿区 30 不動産販売 100 

当社が同社の不動産の仕
入・販売を仲介しておりま
す。また、同社に短期貸付
金を貸し付けております。 
役員の兼任  ５名 

ステップ・ローン・ 
パートナーズ㈱ 

東京都新宿区 30 
住宅ローンに
係る事務代行 

100 
同社より短期借入金を借り
入れております。 
役員の兼任  ４名 

ステップ・インベストメント㈱ 東京都新宿区 30 不動産販売 100 

当社が同社の不動産の仕
入・販売を仲介しておりま
す。また、同社に短期貸付
金を貸し付けております。 
役員の兼任  ４名 

米国住友不動産販売インク 
(注)１ 

米国デラウェア州 
ウィルミントン市 

US＄ 
115,444千 

米国における
持株会社 

100 
同社より短期借入金を借り
入れております。 
役員の兼任  ３名 

住友不動産販売N.Y.インク 
米国ニューヨーク州 
ニューヨーク市 

US＄ 
450千 

不動産の仲介 
100 
(100)

互いに仲介の顧客を紹介し
ております。 
役員の兼任  ３名 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成27年３月31日現在 

(注) １  従業員数は就業人員であります。 

     ２  全社(共通)は、管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成27年３月31日現在 

  

(注) １  従業員数は就業人員であります。 

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３  全社(共通)は、管理部門の従業員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

 

セグメントの名称 従業員数(名) 

仲介業務 2,708 

受託販売業務 397 

賃貸業務 4 

不動産販売業務 21 

その他 20 

全社(共通) 183 

合計 3,333 
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

3,190 35.6 9.4 6,725,768 
 

セグメントの名称 従業員数(名) 

仲介業務 2,701 

受託販売業務 306 

賃貸業務 ― 

その他 ― 

全社(共通) 183 

合計 3,190 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における当社グループの経営成績は、主力の仲介業務が６期連続の増収となり、営業収益は

69,333百万円(前期比7.5％増)と２期連続の増収となりましたが、営業原価、販売費及び一般管理費の増加によ

り、営業利益は14,156百万円(同8.9％減)となりました。経常利益は14,392百万円(同8.4％減)で、復興特別法人税

が廃止された効果等により、当期純利益は8,960百万円(同5.9％減)で、利益面では駆け込み需要で沸いた前連結会

計年度の水準を下回る結果となりました。 

  

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

  

〔仲介業務〕 

当不動産流通業界における中古住宅等の取引は、（公財）東日本不動産流通機構によると、首都圏の成約件数が

前期比△9.1％と、消費税増税の影響を受けて３期ぶりに前連結会計年度を下回ったものの、平均取扱価格につき

ましては、新築マンションの供給が減少し都心好立地の中古マンションに人気が集まったこともあり、物件合計で

前期比＋4.5％の上昇となりました。一方、法人間の取引につきましては、リート・ファンド等の物件取得が活発

で、大型の取引が多く見られました。 

 このような業界環境の下、当社リテール部門におきましては、消費税増税の反動減を受ける中、無料税務相談会

の開催、新サービスの導入、新型店舗を開設するなど都心での取り組みを強化してまいりました。また、ホールセ

ール部門におきましては、新規顧客の開拓と組織的なアプローチを強化してまいりました。 

 以上により、当社仲介業務における取扱件数は33,968件（前期比4.2％減）と過去最高だった前連結会計年度に

は及ばなかったものの、リテール部門における消費税増税の反動減をホールセール部門の大型取引でカバーし、取

扱高は1,065,681百万円（同7.9％増）と７期振りに１兆円の大台を突破、営業収益は54,311百万円（同3.1％増）

と６期連続の増収となり、過去最高を更新いたしました。しかしながら、リテール・ホールセール両部門ともに原

価増となったため、営業利益は15,597百万円(同7.5％減)の計上となりました。 

 なお、当連結会計年度におきましては、首都圏に“都心不動産・外国人向け総合相談窓口として『麻布コンサル

ティング』を、都心中古マンションに特化した新ブランド『ＳＴＥＰ ＡＤＶＡＮＣＥ』を「麻布十番」と「飯田

橋」に開設したことに加え、従来型店舗を人気エリアの「駒沢」に新規出店し、当連結会計年度末現在の直営ネッ

トワークは、首都圏147店舗、関西圏72店舗、その他地方圏36店舗の全国255店舗となりました。 

  

〔受託販売業務〕 

新築マンション市場におきましては、消費税増税の反動もあり供給戸数は減少いたしましたが、湾岸・タワー物

件等を始めとして初月契約率は好調に推移いたしました。当社グループにおきましては、取扱件数は4,070件(前期

比1.7％減)と微減となったものの、比較的単価の高い首都圏物件の引渡・計上が増加したため取扱高は160,901百

万円（同0.3％増）、営業収益は4,699百万円（同3.3％増）と前連結会計年度を上回りましたが、一部郊外物件の

販売期間が長期化し、人件費等の原価が増加したため、営業利益は916百万円(同14.2％減)の計上となりました。 

  

〔賃貸業務〕 

東京都心部のオフィスビル市場におきましては、既存ビルの空室率の低下が顕著となり、賃料相場の小幅な上昇

が続く中、当社におきましても主要賃貸資産の稼働率が年間を通して高水準であっため、営業収益は2,119百万円

(前期比7.7％増)、営業利益は978百万円(同3.2％増)を計上いたしました。 
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〔不動産販売業務〕 

不動産販売業務におきましては、景況感の改善により、城西・城南地域等の個人向けの宅地販売が好調で、営業

収益は8,556百万円(前期比61.7％増)、営業利益は408百万円(同852.1％増)を計上いたしました。なお、前連結会

計年度に一部案件の評価損を計上しているため、当連結会計年度は大きく増益となっております。 

  

〔その他〕 

その他の業務におきましては、住宅ローンに係る事務代行業務等により、営業収益は450百万円(前期比19.5％

減)、営業利益は169百万円(同35.5％減)の計上となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の44,115百万円から2,792百万円増

加(6.3％増)し、46,907百万円となりました。 

  

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益14,386百万円の計上、長期債権の取得による支

出、法人税等の支払い等により、5,783百万円の収入(前連結会計年度は7,969百万円の収入)となりました。 

 なお、預り金は、受託販売業務において物件購入者が支払う分譲代金を、デベロッパー等に代わって当社が受領

するものであり、後にデベロッパー等に送金いたします。この預り金は、特に新築物件の竣工・引渡が増加する第

４四半期に残高が増加するという季節的変動があり、当社の営業活動によるキャッシュ・フローに大きな影響を及

ぼします。この預り金の増減額を除いた営業活動によるキャッシュ・フローは、5,449百万円の収入(前連結会計年

度は10,561百万円の収入)であります。 

  

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

投資活動によるキャッシュ・フローは、短期貸付金の回収による収入等があったものの、有形固定資産・投資有

価証券の取得による支出等により、584百万円の支出(前連結会計年度は244百万円の支出)となりました。 

  

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い、短期借入金の返済等により、4,321百万円の支出(前連

結会計年度は3,015百万円の支出)となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの主たる事業は、仲介業務、受託販売業務という不動産流通事業であり、役務の提供を主体とする事

業の性格上、生産、受注及び販売の実績を区分して把握することは困難であります。 

したがって、当連結会計年度におけるセグメント毎の営業収益を示すと、次のとおりであります。 

(注) １  営業収益には、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含めております。 

２  仲介業務の概要は、次のとおりであります。 

３  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

セグメントの名称 営業収益(百万円) 前期比(％) 

仲介業務 54,311 ＋3.1 

受託販売業務 4,699 ＋3.3 

賃貸業務 2,119 ＋7.7 

不動産販売業務 8,556 ＋61.7 

その他 450 △19.5 

調整額 △803 ― 

合計 69,333 ＋7.5 
 

区分 

営業実績 

取扱件数 
(件) 

前期比 
(％) 

取扱高 
(百万円) 

前期比 
(％) 

営業収益 
(百万円) 

前期比 
(％) 

北海道地方 1,916 ＋1.9 33,567 ＋5.0 1,777 △5.1 

東北地方 641 ＋1.4 14,087 ＋0.5 773 △6.0 

関東地方 15,054 △4.6 641,020 ＋14.9 31,630 ＋6.8 

中部地方 2,259 △4.6 60,992 △1.5 3,370 △4.3 

近畿地方 12,416 △4.8 276,987 △2.5 14,642 △0.8 

中国地方 983 △3.7 21,776 ＋11.7 1,076 △0.3 

九州地方 676 △4.7 13,324 △3.6 758 △6.4 

国内における仲介業務計 33,945 △4.2 1,061,756 ＋8.0 54,028 ＋3.0 

海外における仲介業務 23 ＋4.5 3,925 △14.8 282 ＋51.0 

合計 33,968 △4.2 1,065,681 ＋7.9 54,311 ＋3.1 
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３ 【対処すべき課題】 

仲介業務につきましては、中古住宅市場活性化の動向を注視しながら、多様化するお客様ニーズへの対応強化の推

進と、営業職員一人一人の生産性の向上により、７期連続の増収と増益を目指します。 

  受託販売業務につきましては、適正な人員配置により販売スピードを上げ増収増益を目指すとともに、優良受託物

件の仕入体制の強化にも引き続き取り組んでまいります。 

  賃貸業務につきましては、賃貸資産の稼働率の維持向上により安定収益を確保しながら、優良中小型物件の取得も

検討してまいります。 

  不動産販売業務につきましては、引き続き城西・城南エリアを中心に、希少性の高い宅地開発に取り組んでまいり

ます。 

  
４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1) 経済情勢の変化 

当社グループが行っている仲介業務、受託販売業務、賃貸業務及び不動産販売業務は、経済環境、景気動向、地

価動向、金利動向等の金融情勢並びに住宅税制等に影響を受けやすい傾向にあります。そのため、今後の経済環

境、景気動向、地価動向、金利動向等の金融情勢並びに住宅税制等によっては、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 競争 

不動産業界において、不動産業を営むために必要な宅地建物取引業免許を保有する業者数は、平成26年３月末現

在、約12万業者となっております。また、不動産業の中でも不動産流通業は、多額の事業資金を必要としないた

め、一般的に参入障壁が低いと言われております。このような環境の下、市場環境のみならず、今後の競争力に起

因する市場シェアの変動によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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(3) 法的規制 

不動産取引については、「宅地建物取引業法」、「国土利用計画法」、「建築基準法」、「都市計画法」等の法

規制があります。当社は、不動産流通業者として、それらの規制を受けており、「宅地建物取引業法」に基づく免

許を受け、不動産の仲介・受託販売等の業務を行っております。そのため、今後これらの法律等の改正によって

は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 親会社との関係 

①  親会社との取引関係 

当社の親会社は住友不動産株式会社(平成27年３月31日現在、当社発行済株式総数の70.31％を保有)であり、

当社は同社が開発・分譲するマンション、戸建住宅等を、同社より委託を受け販売しております。また、当社は

同社より本店事務所等を賃借しております。(営業収益に占める親会社からの営業収益の割合：当連結会計年度

1.8％) 

  なお、住宅等の受託販売等の取引条件については、同社との間で交渉の上締結した「販売業務委託協定書」の

定めによるほか、市場価格等に基づいて決定しております。 

  

②  親会社との役員の兼任 

当社の役員13名(平成27年３月31日現在)のうち、当社の親会社である住友不動産株式会社の取締役又は執行役

員を兼ねるものは１名であります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

販売業務委託協定 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 締結年月日 備考 

住友不動産販売 

株式会社 

(提出会社) 

住友不動産株式会社 

住友不動産株式会社が分譲

する区分所有建物・土地・

一戸建住宅等の販売に際し

ての当社が委託を受ける業

務、委託手数料並びに両者

の販売経費の分担等 

平成12年４月１日 

契約期間は１年間

とし、いずれかの

申し出がない限

り、更に１年間延

長。以後同様。 
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当社グループに関する財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容は、原則として連結財

務諸表に基づき分析した内容であります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成し

ております。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示

に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断し

ておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況  １ 連結財務諸表等  (1)連結

財務諸表  注記事項  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に次の重要な

会計方針が連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。 

  

①  受託販売原価の原価計算 

当社の受託販売原価は、受託販売物件ごとに個別原価を集計し、受託販売収益が計上された時点で、原価計上

しております。 

  

②  貸倒引当金の計上基準 

当社グループは、営業未収入金等の回収事故に対処して、一般債権については原則として貸倒実績率により、

長期債権、破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

  

③  退職給付に係る負債の計上基準 

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。これらの前提条件には、割引率、退職率並びに直近の統計数値に基づいて算出される死亡率などが含

まれております。 

  

④  繰延税金資産の回収可能性の評価 

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して、将来の課税所得を合理的に見積っておりま

す。 
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(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①  概況 

当連結会計年度における当社グループの経営成績は、その他以外の全業務で増収となり、営業収益は69,333百

万円(前期比7.5％増)となりましたが、営業原価・販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は14,156百万

円(同8.9％減)、経常利益は14,392百万円(同8.4％減)、当期純利益は8,960百万円(同5.9％減)の計上となりまし

た。 

  

②  営業収益 

主力の仲介業務の営業収益は、取扱件数は33,968件（前期比4.2％減）と過去最高だった前連結会計年度には

及ばなかったものの、リテール部門における消費税増税の反動減をホールセール部門の大型取引でカバーしたこ

とにより前連結会計年度に比べて取扱単価が12.6％のプラスと大きく上昇し、取扱高は1,065,681百万円（同

7.9％増）と７期振りに１兆円の大台を突破、営業収益は54,311百万円（同3.1％増）と６期連続の増収となり、

過去最高を更新いたしました。手数料率はホールセール部門の収益比率が上昇したことを主因として、前連結会

計年度の5.33％から当連結会計年度は5.10％と0.23ポイント下降いたしました。 

 なお、仲介業務以外の業務の詳細につきましては、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (1)業績」をご参

照ください。 

  

③  営業原価、販売費及び一般管理費 

営業原価は、新卒を中心とした人員の拡充、広告媒体の多様化等により、前連結会計年度に比べて13.0％増加

の50,165百万円となり、営業原価の営業収益に対する比率は、前連結会計年度に比べて3.6ポイント上昇し、

72.4％となりました。 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べて9.8％上昇の5,011百万円となり、営業収益に対する割合

も、前連結会計年度に比べて0.1ポイント上昇し、7.2％となりました。 

  

④  営業利益 

営業利益は、営業原価の増加を主要因として、前連結会計年度に比べて8.9％減少の14,156百万円となりまし

た。営業利益率は、前連結会計年度の24.1％から20.4％と、3.7ポイント下降しております。 

 仲介業務の営業利益は、前連結会計年度に比べて7.5％減少の15,597百万円となりました。営業利益率も、前

連結会計年度の32.0％から28.7％と3.3ポイント下降いたしました。 

 なお、仲介業務以外の業務の詳細につきましては、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (1)業績」をご参

照ください。 

  

⑤  営業外収益(費用) 

営業外収益（費用）の純額は、前連結会計年度の183百万円から52百万円増加し、当連結会計年度は235百万円

となりました。増加の原因としては、当連結会計年度に受取補償金があり、営業外収益が増加したこと等により

ます。 
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(3) 財政状態 

流動資産は、現金及び預金の増加等により、前連結会計年度に比べて2,073百万円増加の57,385百万円となりま

した。  

 有形固定資産は、前連結会計年度に比べて120百万円増加の57,083百万円となりました。  

 無形固定資産は、前連結会計年度に比べて54百万円増加の468百万円となりました。  

 投資その他の資産は、前連結会計年度に比べて5,165百万円増加の18,569百万円となりました。これは主に、勘

定科目振り替えにより、破産更生債権等が10,562百万円減少し、長期債権が14,803百万円増加したことによりま

す。 

 以上により、固定資産は、前連結会計年度に比べて5,340百万円増加の76,122百万円となりました。  

 また、資産合計では、前連結会計年度に比べて7,413百万円増加の133,507百万円となりました。  

 流動負債は、短期借入金の減少等により、前連結会計年度に比べて1,387百万円減少の36,621百万円となりまし

た。  

 固定負債は、前連結会計年度に比べて387百万円増加の5,083百万円となりました。  

 以上により、負債合計では、前連結会計年度に比べて999百万円減少の41,705百万円となりました。  

 純資産の部は、当期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加等により、前連結会計年度に比べて8,413百万円増加

の91,802百万円となりました。 

  これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度の66.1％から68.8％と、2.7ポイント上昇いたしました。 

  

(4) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の44,115百万円から2,792百万円増

加(6.3％増)し、46,907百万円となりました。 

当社グループの営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益14,386百万円の計上、長期債権

の取得による支出、法人税等の支払い等により、5,783百万円の収入(前連結会計年度は7,969百万円の収入)となり

ました。 

 なお、預り金は、受託販売業務において物件購入者が支払う分譲代金を、デベロッパー等に代わって当社が受領

するものであり、後にデベロッパー等に送金いたします。この預り金は、特に新築物件の竣工・引渡が増加する第

４四半期に残高が増加するという季節的変動があり、当社の営業活動によるキャッシュ・フローに大きな影響を及

ぼします。この預り金の増減額を除いた営業活動によるキャッシュ・フローは、5,449百万円の収入(前連結会計年

度は10,561百万円の収入)であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、短期貸付金の回収による収入等があったものの、有形固定資産・投資有

価証券の取得による支出等により、584百万円の支出(前連結会計年度は244百万円の支出)となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い、短期借入金の返済等により、4,321百万円の支出(前連

結会計年度は3,015百万円の支出)となりました。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度については、仲介業務用店舗の新設等により1,318百万円の設備投資を行いました。 

セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

(注) １  「第３ 設備の状況」に記載の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  投資金額には、有形固定資産のほか、無形固定資産のうち「ソフトウエア」、投資その他の資産のうち 

「敷金及び保証金」が含まれております。 

  

 

セグメントの名称 投資金額(百万円) 

仲介業務 742 

受託販売業務 50 

賃貸業務 294 

不動産販売業務 ― 

その他 ― 

全社(共通) 229 

合計 1,318 
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２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成27年３月31日現在 

(注) １  面積欄の(  )内の数値は、賃借中のものを外数で示しております。 

２  帳簿価額のうち「その他」には、「敷金及び保証金」が含まれております。 

３  提出会社の主な賃貸業務用設備は、次のとおりであります。 

  

(2) 国内子会社 

平成27年３月31日現在 

  

(3) 在外子会社 

主要な設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

 

事業所名 
(所在地) 

セグメントの 
名称 

設備の内容 

面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(名) 建物 土地 

建物及び 
構築物 

土地 
リース 
資産 

その他 合計 

賃貸業務用設備 賃貸業務 賃貸用ビル・ 
マンション等 

31,145.10
(2,193.39)

5,682.83 5,982 41,078 ― 357 47,418 ―

本社営業センタ
ー 
(東京都新宿区) 
他254店舗等 

仲介業務 仲介業務用店
舗 143.00

(44,469.35)
― 

(229.00)
889 ― 219 3,830 4,939 2,701

北海道販売セン
ター 
(北海道札幌市 
中央区) 
他２店舗等 

受託販売業務 受託販売業務
用店舗 

―
(1,148.54)

― 6 ― 7 92 106 306

本店事務所等 全社(共通) 本店事務所等 
―

(3,283.16)
― 138 ― 16 1,037 1,192 183

 

名称 
(所在地) 

構造・規模 

面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 
竣工又は 
取得年月 

建物 土地 
建物及び 
構築物 

土地 その他 合計 

六本木ファー
ストビル 
(東京都港区) 

鉄骨造 
地上20階地下
４階 
塔屋２階建 

30,885.89 5,206.80 5,944 39,445 8 45,397
平成 5年
10月 

六本木ファー
ストプラザ 
六本木ビュー
タワー 
(東京都港区) 

鉄筋コンクリ
ート造 
地上20階地下
１階 
塔屋２階建 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメン
トの名称 

設備の内容 

面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物 土地 

建物及び 
構築物 

土地 その他 合計 

ステップ・プロ
パティーズ株式
会社 

賃貸業務 
用設備 

賃貸業務 
  

賃貸用ビル・ 
マンション等 

11,888.82 7,988.05 1,389 5,122 1 6,513 ―
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注)  平成25年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割い

たしました。 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成27年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 57,200,000 57,200,000 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株であります。

計 57,200,000 57,200,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成25年10月１日 28,600 57,200 ― 2,970 ― 3,543 
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(6)【所有者別状況】 

     平成27年３月31日現在

(注)     自己株式49,384株は、「個人その他」に493単元、「単元未満株式の状況」に84株含まれております。 

  
(7)【大株主の状況】 

平成27年３月31日現在

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 37 28 29 202 3 5,915 6,214 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 62,421 2,823 404,154 62,318 ― 39,270 570,986 101,400 

所有株式数 
の割合(％) 

― 10.91 0.50 70.66 10.90 0.00 7.03 100 ― 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 40,220 70.31 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口９) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,473 2.58 

住友不動産販売従業員持株会 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 1,182 2.07 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,169 2.04 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 726 1.27 

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 
(常任代理人 シティバンク銀行 
株式会社) 

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY 
10013 USA 
(東京都新宿区新宿六丁目27番30号) 

709 1.24 

MSIP CLIENT SECURITIES 
(常任代理人 モルガン・スタン 
レーMUFG証券株式会社) 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 
E14 4QA, U.K. 
(東京都千代田区大手町一丁目９番７号) 

634 1.11 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 574 1.00 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 
(常任代理人 ゴールドマン・サ 
ックス証券株式会社) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

411 0.72 

ML PRO SEGREGATION ACCOUNT 
(常任代理人 メリルリンチ日本 
証券株式会社) 

THE  CORPORATION  TRUST  COMPANY 
CORPORATION TRUST CENTER 1209 ORANGE ST 
WILMINGTON DELAWARE USA 
(東京都中央区日本橋一丁目４番１号) 

284 0.50 

計 ― 47,385 82.84 
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(注)  キャピタル・インターナショナル・リミテッド及びその共同保有者であるキャピタル・インターナショナル・

インク、キャピタル・インターナショナル・エス・エイ・アール・エル及びキャピタル・インターナショナル

株式会社から平成27年１月９日付で提出された大量保有報告書により、平成26年12月31日現在で以下の株式を

所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

(千株) 
株券等保有割合 

(％) 
キャピタル・インター
ナショナル・リミテッ
ド 

英国SWIX 7GG、ロンドン、グロスヴェノ
ー・プレイス40 

668 1.17 

キャピタル・インター
ナショナル・インク 

アメリカ合衆国カリフォルニア州
90025、ロスアンジェルス、サンタ・モ
ニカ通り11100、15階 

306 0.54 

キャピタル・インター
ナショナル・エス・エ
イ・アール・エル 

スイス国、ジュネーヴ1201、プラス・
デ・ベルグ3 

170 0.30 

キャピタル・インター
ナショナル株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 1,891 3.31 
 

― 21 ―



(8)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成27年３月31日現在

  

②【自己株式等】 

平成27年３月31日現在

  

(9)【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 49,300 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

57,049,300
570,493 ― 

単元未満株式 
普通株式 

101,400
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 57,200,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 570,493 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
住友不動産販売株式会社 

東京都新宿区西新宿 
二丁目４番１号 

49,300 ― 49,300 0.09 

計 ― 49,300 ― 49,300 0.09 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注) 当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り 

による株式数は含めておりません。 

  

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求による売渡による株式数は含めておりません。 

  

 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 
 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 1,690 5,042,410 

当期間における取得自己株式 210 701,750 
 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求
による売渡) 

120 346,220 ― ― 
          

保有自己株式数 49,384 ― 49,594 ― 
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３ 【配当政策】 

当社の配当政策については、株主に対する利益還元を重要課題の一つと考え、業績の状況、内部留保の充実並びに

配当性向等を総合的に勘案し決定する方針をとってまいりたいと考えております。配当は、安定的な充実を基本と

し、記念すべき節目や各期の経営成績等をふまえ実施していく所存であります。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、これら剰余金の配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当については、上記方針に基づき、１株当たり50円(うち中間配当20円)の配当を実施する

ことを決定いたしました。 

内部留保資金については、財務体質の一層の強化並びに将来の事業展開に役立てることにしたいと考えておりま

す。 

なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、

中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

(注)  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) １  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

     ２  ※印は、株式分割(平成25年10月１日、10株→100株)による権利落後の株価であります。 

  

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 

平成26年11月７日 
取締役会決議 

1,143 20 

平成27年６月25日 
定時株主総会決議 

1,714 30 
 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

最高(円) 4,795 3,985 5,730 
7,500 

※3,510 
3,450 

最低(円) 2,885 2,900 3,250 
4,830 

※2,806 
2,223 

 

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月 

最高(円) 2,560 2,780 2,811 2,873 3,275 3,450 

最低(円) 2,223 2,510 2,534 2,628 2,718 3,070 
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５ 【役員の状況】 

男性14名 女性０名 （役員のうち女性の比率０％） 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役会長 ― 岩  井  重  人 昭和５年４月25日生

昭和24年４月 株式会社住友銀行(現株式会社三井

住友銀行)入行 

(注)２ 145,700 

昭和55年４月 同行川崎支店長 

昭和57年３月 当社専務取締役 

昭和57年10月 代表取締役専務取締役 

昭和58年６月 住友不動産株式会社取締役 

昭和61年１月 同社常務取締役 

昭和62年４月 米国住友不動産販売インク取締役社

長 

昭和63年６月 住友不動産株式会社代表取締役専務

取締役 

当社代表取締役副社長 

平成５年６月 代表取締役社長 

平成８年６月 住友不動産株式会社取締役 

平成８年７月 米国住友不動産販売インク取締役 

平成19年６月 当社代表取締役会長 

平成23年６月 取締役会長(現在) 

代表取締役 
社長 

執行役員社長 
― 田  中  俊  和 昭和35年４月８日生

昭和58年４月 住友不動産株式会社入社 

(注)２ 5,080 

平成14年７月 泉ガーデンマネジメント株式会社代

表取締役社長 

平成16年４月 住友不動産株式会社執行役員 

平成19年４月 同社常務執行役員 

平成20年10月 同社総務本部長 

平成21年４月 同社専務執行役員 

平成22年４月 同社関連事業本部長 

平成23年９月 同社住宅再生事業本部長 

平成24年12月 当社特別顧問 

平成25年６月 代表取締役社長(現在) 

  執行役員社長(現在) 

米国住友不動産販売インク取締役

(現在) 

住友不動産株式会社取締役(現在) 

代表取締役 
専務執行役員 

企画本部長、 
企画部長 

荒  井      宏 昭和35年７月11日生

昭和58年４月 住友不動産株式会社入社 

(注)２ 15,780 

昭和60年７月 同社より当社へ出向 

平成７年７月 当社企画室長 

平成９年４月 住友不動産株式会社より当社へ移籍 

平成13年６月 当社企画本部企画部長 

平成14年６月 取締役 

  企画本部副本部長、企画部長委嘱 

平成17年５月 企画本部長併せ委嘱 

平成17年６月 米国住友不動産販売インク取締役

(現在) 

平成19年６月 当社常務執行役員 

平成25年４月 首都圏流通営業本部長委嘱 

平成25年６月 専務執行役員(現在) 

平成26年11月 企画本部長、企画部長委嘱(現在) 

平成27年６月 ウエル東京株式会社代表取締役社長

(現在) 

  当社代表取締役(現在) 

取締役 
専務執行役員 

総務本部長、 
総務部長、 
人事本部長 

芦  川  一  夫 昭和30年２月６日 

昭和54年４月 牛田株式会社入社 

(注)２ 12,100 

昭和57年３月 当社入社 

平成14年６月 総務本部総務部長 

平成19年６月 執行役員 

  総務本部総務部長委嘱(現在) 

平成21年６月 常務執行役員 

  総務本部副本部長併せ委嘱 

平成25年４月 総務本部長併せ委嘱(現在) 

平成25年６月 取締役(現在) 

平成26年６月 人事本部長併せ委嘱(現在) 

平成27年６月 専務執行役員(現在) 
 

― 25 ―



  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
常務執行役員 

首都圏流通 
営業本部長 

村  井  慎一郎 昭和35年７月25日生

昭和58年４月 当社入社 

(注)２ 5,800 

平成19年６月 流通営業本部東京流通第一営業部長 

平成22年６月 執行役員 

  流通営業本部東京流通第一営業部長

委嘱 

平成22年７月 流通営業本部神奈川流通第一営業部

長併せ委嘱 

平成23年８月 流通営業本部東京流通第三営業部長

併せ委嘱 

平成24年６月 常務執行役員(現在) 

  流通営業本部副本部長併せ委嘱 

平成25年４月 首都圏流通営業本部副本部長、首都

圏流通第一営業部長委嘱 

平成26年11月 首都圏流通営業本部長委嘱(現在) 

平成27年６月 取締役(現在) 

取締役 
常務執行役員 

受託営業 
本部長 

鈴  木  哲  也 昭和34年６月17日生

昭和59年４月 当社入社 

(注)２ 4,760 

平成20年７月 住宅営業本部受託営業部長 

平成20年８月 住宅営業本部受託開発部長 

平成21年１月 受託営業本部受託開発部長 

平成23年６月 執行役員 

  受託営業本部受託開発部長委嘱 

平成24年４月 受託開発本部受託開発部長委嘱 

平成25年４月 受託営業本部副本部長、受託第一開

発部長委嘱 

平成26年４月 受託営業本部受託開発部長併せ委嘱 

平成26年７月 常務執行役員(現在) 

受託営業本部長(現在)、広域受託営

業部長委嘱 

ステップ・アソシエイツ株式会社代

表取締役社長(現在) 

平成27年６月 当社取締役(現在) 

取締役 
常務執行役員 

法人営業 
本部長、 

法人開発部長 
恩  田  陽  男 昭和32年12月24日生

昭和51年４月 株式会社住友銀行(現株式会社三井

住友銀行)入行 

(注)２ 360 

平成17年４月 当社入社 

平成20年５月 資産営業本部資産第六営業部長 

平成21年４月 資産営業本部資産第五営業部長 

平成22年４月 資産営業本部資産第二営業部長 

平成23年６月 法人営業本部法人開発部長 

平成24年４月 法人営業本部法人第一開発部長 

平成25年４月 執行役員 

法人営業本部副本部長、法人第一開

発部長委嘱 

平成26年10月 法人営業本部法人開発部長併せ委嘱

(現在) 

平成27年６月 取締役(現在) 

常務執行役員(現在) 

法人営業本部長併せ委嘱(現在) 

取締役 
  

（非常勤） 
― 加  藤  宏  史 昭和36年８月１日生

昭和59年４月 住友不動産株式会社入社 

(注)２ － 

平成12年４月 同社ビル事業本部関連事業部長 

平成19年４月 同社執行役員 

都市開発事業本部用地部長 

平成22年４月 同社用地開発本部副本部長 

平成22年８月 同社ビル事業本部副本部長 

平成24年４月 同社常務執行役員 

新事業開発本部長 

平成25年４月 同社資産開発事業本部長 

平成25年６月 同社取締役(現在) 

平成27年４月 同社社長補佐(現在) 

平成27年６月 当社取締役(現在) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
  

（非常勤） 
― 伊  藤  公  二 昭和34年12月13日生

昭和59年４月 住友不動産株式会社入社 

(注)２ － 

平成12年４月 同社ビル管理本部城西営業部長 

平成16年４月 同社執行役員 

都市開発事業本部開発企画部長 

平成21年４月 同社常務執行役員 

建設技術本部長 

平成22年４月 同社カスタマー本部長 

平成24年10月 同社事業開発本部長 

平成25年４月 同社住宅分譲事業本部長 

平成25年６月 同社取締役(現在) 

平成26年１月 同社総務部長 

平成27年４月 同社副社長補佐(現在) 

平成27年６月 当社取締役(現在) 

監査役 
  

(常勤) 
― 森      武  敬 昭和28年７月５日生

昭和51年４月 階成証券株式会社入社 

  
(注)３ 11,440 

昭和57年１月 当社入社 

平成12年５月 住宅営業本部住宅営業部長 

平成13年１月 住宅営業本部住宅第一営業部長 

平成16年９月 住宅営業本部住宅第二営業部長 

平成19年６月 執行役員 

  住宅営業本部住宅第一営業部長委嘱 

平成20年８月 住宅営業本部住宅営業部長委嘱 

平成22年６月 常務執行役員 

  住宅営業本部副本部長併せ委嘱 

平成23年６月 住宅営業本部長委嘱 

  取締役 

平成23年10月 受託営業本部副本部長併せ委嘱 

平成24年４月 受託営業本部長委嘱 

  ステップ・アソシエイツ株式会社代

表取締役社長 

平成26年７月 当社法人営業本部長委嘱 

平成27年６月 監査役(現在) 

監査役 
  

（常勤） 
― 出  元  俊  文 昭和30年５月14日 

昭和53年４月 日興証券株式会社入社 

(注)３ 2,880 

平成11年４月 当社入社 

平成14年７月 アセット・マネジメント事業本部ソ

リューション事業部長 

平成19年６月 資産営業本部資産第一営業部長 

執行役員 

資産営業本部資産第一営業部長委嘱 

平成23年６月 法人営業本部法人第一営業部長委嘱 

平成24年６月 常務執行役員 

法人営業本部副本部長併せ委嘱 

平成25年４月 法人営業本部長委嘱 

平成26年７月 ステップ・プロパティーズ株式会社

代表取締役社長 

平成27年６月 当社監査役(現在) 

監査役 
  

(非常勤) 
― 前  原  輝  幸 昭和24年１月15日生

昭和46年４月 国税庁入庁 

(注)４ 3,140 

平成14年７月 高松国税局長 

平成15年７月 公益財団法人資本市場研究会常務理

事(～平成19年７月) 

平成15年９月 税理士登録 

  八重洲総合事務所(現在) 

平成22年６月 当社監査役(現在) 

監査役 
  

(非常勤) 
― 岩  本  雅  千 昭和35年５月22日生

昭和58年４月 住友不動産株式会社入社 

(注)４ － 

平成19年４月 同社執行役員 

平成21年４月 同社常務執行役員 

  同社社長室長 

平成22年４月 同社上席執行役員 

  同社総合企画室長 

平成22年８月 同社人事本部長 

平成23年４月 同社専務執行役員 

平成23年６月 同社取締役 

平成24年10月 同社経営管理本部人事部長 

平成25年６月 当社監査役(現在) 

平成26年１月 住友不動産株式会社秘書室長 
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(注) １  監査役前原輝幸、同岩本雅千、同上坊勇は、社外監査役であります。 

２  取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成29年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

３  監査役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成31年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

４  監査役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成30年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

５  当社では、経営の意思決定・監督と業務執行の分離を推進し、経営の効率化を図るとともに、取締役による

業務の意思決定・監督機能を一層強化するため、執行役員制度を導入しております。 

執行役員は20名で、上記６名のほかに、専務執行役員大堀一平、同大西俊二、同進士日出一、常務執行役員

湯川恒敏、同林徳財、執行役員高倉均、同豊田光二、同赤木義治、同秋山哲也、同宮川慶治、同湯山忠男、

同秋谷彰人、同藤野俊康、同三分一雅之の14名であります。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

監査役 
  

(非常勤) 
― 上  坊      勇 昭和32年９月７日生

昭和56年４月 住友不動産株式会社入社 

(注)４ － 

平成19年４月 同社常務執行役員 

平成20年10月 同社ハウジング事業本部新築そっく

りさん(戸建)事業関東・甲信越担当

統括事業所長 

平成21年４月 同社カスタマー本部長 

平成22年４月 同社上席執行役員 

  同社総務本部長 

平成23年４月 同社常務執行役員 

平成24年10月 同社執行役員 

  同社経営管理本部総務部長 

平成25年６月 当社監査役(現在) 

計 207,040 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業価値を継続的に向上させていくためには、コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であるとい

う認識のもと、透明性が高く、効率的かつ公正な経営体制の確立に取り組んでおります。また、コンプライアン

ス体制の強化についても、重要課題として取り組んでおります。 

  

①  企業統治の体制 

当社は監査役設置会社であり、監査役会を設置し、社外監査役を選任しております。 

  経営の意思決定・監督と業務執行の分離を推進し、経営の効率化を図るとともに、取締役による業務の意思決

定・監督機能を一層強化するため、執行役員制度を導入しております。 

  取締役会のほか、取締役及び執行役員で構成する執行役員会議を定期的に開催し、業務執行状況の確認等、情

報の共有化を図っております。 

  取締役会には社内・社外を問わず、すべての監査役が出席することとなっており、監査役による経営の監視が

十分機能する体制となっております。また、執行役員制度の導入により、取締役による業務の意思決定・監督機

能の強化が図られております。 

  なお、当社は、平成18年５月の取締役会で、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」について、「内部統制システムの

構築の基本方針」を決議しております。さらに平成27年５月には、会社法の改正に伴い、同基本方針を一部改定

しております。 

 また、子会社については関係会社管理規程を定め、グループ各社の自主性を尊重しつつ、重要事項については

同規程に従い当社に報告または承認を得ることとし、当社も関与のもとグループ経営の適正な運営を確保してお

ります。 

  

②  内部監査及び監査役監査 

内部監査につきましては、監査室が15名体制で行っております。監査室は、期初に作成する監査計画書に基づ

き、営業拠点及び子会社を中心に、業務監査、会計監査及びセキュリティ監査を定期的に実施しております。 

  監査役監査につきましては、監査役５名のうち３名を社外監査役とし、より公正な監査が実施できる体制とし

ております。監査役は、取締役会に出席し、必要に応じて提言及び助言等を行うとともに、営業拠点への往査等

も実施しております。また、会計監査人から会計監査の方法及び結果についての報告を受けるとともに、監査室

からも内部監査の結果について報告を受ける等、連携を図っております。 

  

 

― 29 ―



③  社外取締役 

当社は次の理由により、社外取締役を選任しておりません。 

 まず、当社は不動産業界の中でも不動産流通業を中心として、法人・個人を問わず全国規模で業務を展開して

おり、業務上、不動産に関する知識・経験を含めて、極めて高度な専門性が要求されます。 

 そして、そのように高度に専門的な業務遂行にあたっては、不動産流通に関する人的ネットワークなどの人的

資産及びマニュアル化されていない情報を含む不動産の取引慣行に関する深い理解や取引手法等のスキルに基づ

き、迅速かつ的確に経営判断を下し、業務を遂行することが重要な要素となっています。 

 このように、当社の業務に関しては、経営判断及び業務執行が極めて属人的な人的資産やスキルに大きく左右

されるため、これらを伴わない取締役による経営判断が介在することは、迅速性のみならず妥当性を欠いた業務

執行を招き、かえって企業価値を毀損する恐れがあると言わざるを得ません。 

 また、上記のような当社の業務の特性上、取締役の業務執行に対する取締役会における他の取締役からの監視

及び牽制という点でも、経営判断の場合と全く同様に、不動産流通に関する人的資産やスキルという属人的な要

素が重要なものとなります。 

 従いまして、取締役会における他の取締役からの監視及び牽制という面でも、こうした人的資産及びスキルを

十分に有しない取締役による監視は、逆に牽制機能の実効性を損ねる恐れがあります。 

 上記のような当社の業務の特殊性や専門性を十分に考慮し、現体制以上に資することとなる適任の方には見当

がついておらず、現体制を採用しております。 

  

④  社外監査役 

当社の社外監査役は３名であります。 

  社外監査役前原輝幸は株式会社ＴＢＫの社外監査役を現任しております。なお、当社と同社との間に特別の関

係はありません。また、税理士として企業会計及び税務の専門知識を有していることから社外監査役に選任して

おり、一般株主と利益相反の生じるおそれはないと判断し、独立役員として指定しております。 

  社外監査役岩本雅千及び社外監査役上坊勇は当社の親会社である住友不動産株式会社の出身であります。「第

２ 事業の状況  ４ 事業等のリスク  (4) 親会社との関係  ① 親会社との取引関係」に記載のとおり、当社は

同社と取引を行っておりますが、社外監査役個人が利害関係を有するものではありません。社外監査役岩本雅千

は同社における企業経営に関する豊富な経験と高い見識を活かし、当社監査体制の強化を図るため、社外監査役

に選任しております。社外監査役上坊勇は同社における総務に関する豊富な経験と高い見識を活かし、当社監査

体制の強化を図るため、社外監査役に選任しております。 

  なお、当社は、社外監査役の独立性に関する基準又は方針は設けておりませんが、選任にあたっては、東京証

券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。 

  

⑤  役員の報酬等 

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

  

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

該当事項はありません。 

  

 

役員区分 
報酬等の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名) 基本報酬 
ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く。) 

239 221 ― ― 18 8 

監査役 
(社外監査役を除く。) 

22 20 ― ― 2 3 

社外役員 11 10 ― ― 0 3 
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ニ  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。 

  

⑥  株式の保有状況 

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

銘柄数                           ５銘柄 

貸借対照表計上額の合計額      216百万円 

  

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

  

(前事業年度) 

特定投資株式 

   (注)  上記銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、保有目的が純投資以外の目的で

ある非上場株式以外の投資株式の全てを記載しております。 

  

(当事業年度) 

特定投資株式 

   (注)  上記銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、保有目的が純投資以外の目的で

ある非上場株式以外の投資株式の全てを記載しております。 

  

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

㈱南都銀行 71,000 27 取引先との関係強化 

㈱三重銀行 77,000 17 取引先との関係強化 
 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

㈱南都銀行 71,000 29 取引関係の維持・強化 

㈱三重銀行 77,000 21 取引関係の維持・強化 
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ハ  保有目的が純投資目的である投資株式 

  

⑦  会計監査の状況 

会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人と会社法及び金融商品取引法に基づく監査契約を締結

し、監査を受けております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成につ

いては、以下のとおりであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名等 

(注)  継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

・監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士  ４名、その他  10名(公認会計士試験合格者等) 

  

⑧  取締役の定数 

当社の取締役は３名以上とする旨を定款に定めております。 

  

⑨  取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議については、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、その決議は累積投票によらない

旨を定款に定めております。 

  

⑩  中間配当 

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により取締役会の決議によっ

て、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

  

⑪  取締役及び監査役の責任免除 

当社は、取締役及び監査役が職務の執行にあたり期待される役割を十分発揮できるよう、会社法第426条第１

項の規定により、取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の当社に対する損

害賠償責任を、法令が定める範囲で、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めておりま

す。 

  

 

区分 

前事業年度 
(百万円) 

当事業年度 
(百万円) 

貸借対照表 
計上額の合計額

貸借対照表 
計上額の合計額

受取配当金 
の合計額 

売却損益 
の合計額 

評価損益 
の合計額 

非上場株式 ― ― ― ― ― 

非上場株式以外の株式 297 392 9 ― 194 
 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定有限責任社員 

業務執行社員 

貞  廣  篤  典 
有限責任 あずさ監査法人 

深  井  康  治 
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⑫  株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議(特別決議)は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に

当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。 

  

⑬  自己の株式の取得 

当社は、経済情勢等の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

  

(2)【監査報酬の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査業務の履行に必要な知識や技能並びに訓練や経験及び責任

の度合等に基づき定めた監査従事者一人当たりの時間単価に業務時間数を乗じて算出した額を勘案のうえ決定し

ております。 

  

 

区分 
前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

提出会社 56 ― 56 ― 

連結子会社 ― ― ― ― 

計 56 ― 56 ― 
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第５ 【経理の状況】 

  

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。 

  

２  監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)の財務諸表について、有限責

任 あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同法人等の

主催するセミナーに定期的に参加するとともに、会計専門誌の定期購読を行っております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 44,115 46,907 

    営業未収入金 617 832 

    販売用不動産 4,644 ※1  3,465 

    仕掛販売用不動産 - 574 

    未成業務支出金 1,574 1,859 

    繰延税金資産 1,874 1,755 

    その他 2,494 2,001 

    貸倒引当金 △8 △11 

    流動資産合計 55,312 57,385 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 22,260 ※1  22,657 

        減価償却累計額 △12,493 △12,907 

        建物及び構築物（純額） 9,767 9,749 

      土地 46,989 ※1  46,893 

      リース資産 71 332 

        減価償却累計額 △38 △89 

        リース資産（純額） 32 243 

      その他 1,257 1,276 

        減価償却累計額 △1,084 △1,079 

        その他（純額） 173 196 

      有形固定資産合計 56,962 57,083 

    無形固定資産 414 468 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※2  809 ※2  1,356 

      長期債権 - ※3  14,803 

      繰延税金資産 2,710 2,913 

      その他 15,099 4,690 

      貸倒引当金 △5,215 △5,194 

      投資その他の資産合計 13,404 18,569 

    固定資産合計 70,781 76,122 

  資産合計 126,094 133,507 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    営業未払金 156 119 

    短期借入金 7,400 6,000 

    リース債務 17 102 

    未払法人税等 4,676 3,598 

    賞与引当金 2,421 2,344 

    預り金 20,111 20,455 

    その他 3,225 4,000 

    流動負債合計 38,008 36,621 

  固定負債     

    リース債務 16 159 

    役員退職慰労引当金 181 197 

    退職給付に係る負債 3,749 4,004 

    その他 748 722 

    固定負債合計 4,696 5,083 

  負債合計 42,705 41,705 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,970 2,970 

    資本剰余金 3,543 3,543 

    利益剰余金 81,197 87,300 

    自己株式 △137 △142 

    株主資本合計 87,572 93,671 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 56 126 

    繰延ヘッジ損益 44 △8 

    為替換算調整勘定 △4,287 △1,970 

    退職給付に係る調整累計額 2 △16 

    その他の包括利益累計額合計 △4,183 △1,868 

  純資産合計 83,389 91,802 

負債純資産合計 126,094 133,507 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益 64,511 69,333 

営業原価 ※1  44,410 ※1  50,165 

売上総利益 20,100 19,168 

販売費及び一般管理費     

  給料及び賞与 1,155 1,222 

  賞与引当金繰入額 63 72 

  退職給付費用 47 48 

  役員退職慰労引当金繰入額 26 21 

  賃借料 429 430 

  支払手数料 471 556 

  広告宣伝費 330 525 

  その他 2,038 2,134 

  販売費及び一般管理費合計 4,563 5,011 

営業利益 15,536 14,156 

営業外収益     

  受取利息 37 27 

  受取配当金 15 16 

  為替差益 28 38 

  投資事業組合関係収益 160 170 

  受取補償金 - 33 

  その他 15 14 

  営業外収益合計 257 299 

営業外費用     

  支払利息 55 44 

  租税公課 9 11 

  その他 8 7 

  営業外費用合計 74 64 

経常利益 15,719 14,392 

特別利益     

  固定資産売却益 ※2  3 ※2  3 

  特別利益合計 3 3 

特別損失     

  固定資産除却損 ※3  8 ※3  9 

  減損損失 ※4  26 - 

  特別損失合計 35 9 

税金等調整前当期純利益 15,687 14,386 

法人税、住民税及び事業税 6,961 5,503 

法人税等調整額 △797 △78 

法人税等合計 6,164 5,425 

当期純利益 9,523 8,960 
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【連結包括利益計算書】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当期純利益 9,523 8,960 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 49 70 

  繰延ヘッジ損益 △46 △52 

  為替換算調整勘定 2,843 2,316 

  退職給付に係る調整額 - △18 

  その他の包括利益合計 ※1  2,846 ※1  2,315 

包括利益 12,369 11,275 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 12,369 11,275 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

  前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,970 3,543 74,533 △1 81,045 

当期変動額           

剰余金の配当     △2,859   △2,859 

当期純利益     9,523   9,523 

自己株式の取得       △137 △137 

自己株式の処分   0   0 0 

自己株式処分差損の

振替 
        ― 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
          

当期変動額合計 ― 0 6,664 △136 6,527 

当期末残高 2,970 3,543 81,197 △137 87,572 
 

  
その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 7 91 △7,130 ― △7,032 74,013 

当期変動額             

剰余金の配当           △2,859 

当期純利益           9,523 

自己株式の取得           △137 

自己株式の処分           0 

自己株式処分差損の

振替 
          ― 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

49 △46 2,843 2 2,848 2,848 

当期変動額合計 49 △46 2,843 2 2,848 9,375 

当期末残高 56 44 △4,287 2 △4,183 83,389 
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  当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,970 3,543 81,197 △137 87,572 

当期変動額           

剰余金の配当     △2,857   △2,857 

当期純利益     8,960   8,960 

自己株式の取得       △5 △5 

自己株式の処分   △0   0 0 

自己株式処分差損の

振替 
  0 △0   ― 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
          

当期変動額合計 ― △0 6,102 △4 6,098 

当期末残高 2,970 3,543 87,300 △142 93,671 
 

  
その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 56 44 △4,287 2 △4,183 83,389 

当期変動額             

剰余金の配当           △2,857 

当期純利益           8,960 

自己株式の取得           △5 

自己株式の処分           0 

自己株式処分差損の

振替 
          ― 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

70 △52 2,316 △18 2,315 2,315 

当期変動額合計 70 △52 2,316 △18 2,315 8,413 

当期末残高 126 △8 △1,970 △16 △1,868 91,802 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 15,687 14,386 

  減価償却費 700 840 

  減損損失 26 - 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △18 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 381 △76 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,569 - 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,749 255 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △25 15 

  受取利息及び受取配当金 △52 △43 

  為替差損益（△は益） △28 △38 

  支払利息 55 44 

  固定資産売却損益（△は益） △3 △3 

  固定資産除却損 8 9 

  売上債権の増減額（△は増加） 101 △212 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △1,802 641 

  仕入債務の増減額（△は減少） 39 △39 

  預り金の増減額（△は減少） △2,592 333 

  長期債権の増減額（△は増加） - △14,803 

  破産更生債権等の増減額（△は増加） 155 10,340 

  その他 341 541 

  小計 13,170 12,173 

  利息及び配当金の受取額 205 211 

  利息の支払額 △57 △44 

  法人税等の還付額 33 - 

  法人税等の支払額 △5,382 △6,556 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 7,969 5,783 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  短期貸付金の純増減額（△は増加） 526 843 

  有形固定資産の取得による支出 △769 △856 

  有形固定資産の売却による収入 51 53 

  無形固定資産の取得による支出 △66 △224 

  投資有価証券の取得による支出 △12 △652 

  投資有価証券の売却及び償還による収入 204 202 

  その他 △178 48 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △244 △584 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） - △1,400 

  自己株式の取得による支出 △137 △5 

  自己株式の売却による収入 0 0 

  配当金の支払額 △2,854 △2,853 

  その他 △23 △63 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △3,015 △4,321 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,320 1,915 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,030 2,792 

現金及び現金同等物の期首残高 37,085 44,115 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  44,115 ※1  46,907 
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１  連結の範囲に関する事項 

  子会社は全て連結されております。 

  当該連結子会社は、ステップ・プロパティーズ株式会社、ステップ・アソシエイツ株式会社、ウエル東京株式会

社、ステップ・ローン・パートナーズ株式会社、ステップ・インベストメント株式会社、米国住友不動産販売イン

ク、住友不動産販売N.Y.インク、S.R.E.S.-ZGPインクの8社です。 

  

２  持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法を適用した関連会社はありません。 

  (2) 持分法を適用しない関連会社は六本木ファーストビル株式会社１社です。六本木ファーストビル株式会社につい

ては、持分法の適用による連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。 

  

３  連結子会社の事業年度等に関する事項 

  在外連結子会社の決算日は12月31日です。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整が行われております。なお、他の連結子会社の決算

日は、連結決算日と合致しております。 

  

４  会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

ａ  満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)によっております。 

ｂ  その他有価証券 

・時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定しております。)によっております。 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

  なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

②  デリバティブ 

時価法によっております。 

③  たな卸資産 

ａ  販売用不動産 

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

ｂ  仕掛販売用不動産 

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

ｃ  未成業務支出金 

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産(リース資産を除く） 

建物(その付属設備は除く。)は定額法、その他は定率法によっております。ただし、在外連結子会社について

は、すべての有形固定資産に定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数及び残存価額は、法人税法の規定と同一の方法に基づいております。 

  また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっております。 

②  無形固定資産(リース資産を除く） 

ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)による定額法によっておりま

す。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。   

④  投資その他の資産 

長期前払費用については、均等償却によっております。 

  なお、償却期間は、法人税法の規定と同一の方法に基づいております。 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

営業未収入金等の回収事故に対処して、一般債権については原則として貸倒実績率により、長期債権、破産更

生債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

③  役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社は、役員の退任に伴う退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支払額を

計上しております。 

  

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

①  退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。 

②  数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生年度の翌連結会計年度に一括費用処理する方法によっております。 
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(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段……為替予約 

ヘッジ対象……外貨建予定取引 

③  ヘッジ方針 

「市場リスク管理規程」及び「リスク別管理要領」等の内部規程に基づき、金利変動リスク及び為替相場変動

リスクをヘッジすることとしております。 

④  ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一であるため、有効性の判定は省略しております。 

  

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還日が到来する短期的な投資を資金の範囲としております。 

  

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜処理によっており、資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用(投資その他の資

産「その他」に含む)に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

  

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を割

引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、

退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更して

おります。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金並びに当連結会計年度の営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

なお、セグメント情報に与える影響はありません。 
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(表示方法の変更) 

 （連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「破産更生債権等」は、金額的重

要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反

映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「破産更生債権

等」10,562百万円、「その他」4,537百万円は、「その他」15,099百万円として組替えております。  

  
 （連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「広告宣伝費」は、販売費及

び一般管理費の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示してい

た2,369百万円は、「広告宣伝費」330百万円、「その他」2,038百万円として組替えております。  

  
(連結貸借対照表関係) 

※１  所有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替えており、内訳は次のとおりでありま

す。 

※２  関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  

※３  長期債権 

  「長期債権」は、取引先に対する貸付金であります。 

  なお、回収不能見込額4,953百万円を貸倒引当金として計上しております。 

  本債権は、前連結会計年度において「破産更生債権等」に計上していた取引先に対する貸付金と、同貸付金

の担保に供された不動産に別除権を有する他の債権者の債権を当連結会計年度において当社が取得した金額の

合計額であり、取引先の支払能力から総合的に判断し、当連結会計年度より同勘定科目で計上しております。

   

４  偶発債務 

  保証債務の内容及び金額は次のとおりであります。 

(注)１  一般顧客に対する保証は、主にマンション、戸建等の売却者及び購入者の建物の瑕疵に対するもので

あります。 

    ２  ローン利用者に対する保証は、住宅ローン利用者の金融機関からの借入金に対するものであります。

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

建物及び構築物 ―百万円 19百万円 

土地 ―  〃 301  〃 

計 ―百万円 321百万円 

      
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

投資有価証券(株式) 5百万円 5百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

一般顧客 2,669百万円 1,933百万円 

ローン利用者 0  〃 96  〃 

計 2,669百万円 2,029百万円 
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(連結損益計算書関係) 

※１  通常の販売目的で保有するたな卸資産高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評

価損が含まれております。 

  

※２  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

※３  固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

※４  減損損失 

          前連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

当社グループは、事業の種類別セグメントを基準に、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位として店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行っており、賃貸資産については個別の物件ごとに

グルーピングしております。 

上記賃貸資産は、賃貸駐車場として所有しておりますが、将来的に売却する方針となったことに伴い、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（26百万円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は土地26百万円であります。 

なお、上記賃貸資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は取引事例比較法

にて算定しております。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

営業原価 251百万円 2百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

土地 3百万円 3百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

建物及び構築物 7百万円 8百万円 

工具、器具及び備品ほか 0  〃 1  〃 

計 8百万円 9百万円 
 

用途 種類 場所 物件数 

賃貸資産 土地 東京都世田谷区他 ２ 
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(連結包括利益計算書関係) 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

その他有価証券評価差額金    

  当期発生額 76百万円 99百万円 

  組替調整額 ―  〃 ―  〃 

    税効果調整前 76百万円 99百万円 

    税効果額 △27  〃 △29  〃 

    その他有価証券評価差額金 49百万円 70百万円 

繰延ヘッジ損益     

  当期発生額 △33百万円 126百万円 

  組替調整額 △37  〃 △205  〃 

    税効果調整前 △71百万円 △79百万円 

    税効果額 24  〃 27  〃 

    繰延ヘッジ損益 △46百万円 △52百万円 

為替換算調整勘定     

  当期発生額 2,843百万円 2,316百万円 

    税効果額 ―  〃 ―  〃 

    為替換算調整勘定 2,843百万円 2,316百万円 

退職給付に係る調整額   
  当期発生額 ―百万円 △24百万円 

  組替調整額 ―  〃 △3  〃 

    税効果調整前 ―百万円 △27百万円 

    税効果額 ―  〃 9  〃 

    退職給付に係る調整額 ―百万円 △18百万円 

その他の包括利益合計 2,846百万円 2,315百万円 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１  発行済株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  株式分割による増加                                28,600,000株 
  

２  自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  平成25年７月31日の取締役会の決議による自己株式の取得  20,000株 

  株式分割による増加                                    20,182株 

  単元未満株式の買取請求による増加                       7,592株 

普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買増請求による減少                         140株 
  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   (注) 当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株に分割し、単元株式数を10株から100株

  に変更しております。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１  発行済株式に関する事項 

  
２  自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取請求による増加                       1,690株 

 普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買増請求による減少                         120株 
  

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 28,600,000 28,600,000 ― 57,200,000 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 180 47,774 140 47,814 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年６月26日
定時株主総会 

普通株式 1,715 60.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 

平成25年11月５日
取締役会 

普通株式 1,143 40.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成26年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 1,714 利益剰余金 30.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 57,200,000 ― ― 57,200,000 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 47,814 1,690 120 49,384 
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３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成26年６月26日
定時株主総会 

普通株式 1,714 30.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 

平成26年11月７日
取締役会 

普通株式 1,143 20.00 平成26年９月30日 平成26年12月５日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 1,714 利益剰余金 30.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。 

  

(リース取引関係) 

１  ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

・有形固定資産 

主として、仲介店舗における印刷機(工具、器具及び備品)及び本社におけるコンピュータサーバー(工具、器

具及び備品)であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

２  オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

(単位:百万円) 

  

(貸主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

(単位:百万円) 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

現金及び預金 44,115百万円 46,907百万円 

現金及び現金同等物 44,115百万円 46,907百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

１年内 69 119 

１年超 118 277 

合計 187 396 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

１年内 389 442 

１年超 523 392 

合計 912 835 
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(金融商品関係) 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に住宅の仲介事業及び受託販売事業を行っており、営業活動によるキャッシュ・フローの

季節的変動が大きいため、資金計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余裕資金は、資金運

用規程に基づき安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は、銀行借入により調達しておりま

す。デリバティブは、資金の借入・運用等に係る貸借対照表上の資産・負債のいわゆる市場リスク(為替相場変動

リスク)を回避するために利用し、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である営業未収入金は、ほとんど１年以内の回収予定であります。投資有価証券は、主に業務上の関

係を有する企業の株式と宅地建物取引業法に基づく営業保証金の供託に利用している分離元本国債であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。長期債権は、取引先に対する貸付金であります。 

営業債務である営業未払金及び預り金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、主に当社の営

業活動によるキャッシュ・フローの季節的変動に対処する資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変

動リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は、一部の在外連結子会社が、当社に対する外貨建て貸付金の為替変動リスクに対して、自

国通貨でのキャッシュ・フローをヘッジするため、先物為替予約を利用しております。なお、ヘッジ会計に関す

るヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「第５ 経理の状況  

１ 連結財務諸表等  (1)連結財務諸表  注記事項  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  ４ 会計処

理基準に関する事項  (5) 重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、営業債権について、経理規程等に従い、各部門及び各業務部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても同様の管理を行っております。 

満期保有目的の債券は、資金運用規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅

少であります。 

デリバティブ取引については、取引相手先の契約不履行に係るリスクがあります。当社は契約相手先の信用

リスクを軽減するため、複数の格付の高い金融機関と取引を行っております。 
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②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

当社は、市場リスクの管理について、市場リスク管理規程に基づき行っております。変動金利の借入金は、

金融情勢及び借入金残高を勘案し、リスクヘッジしております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、関係部署及び担当役員に報告してお

ります。 

デリバティブ取引の実行及び管理については、稟議規程、資金運用規程等の関係規程に従い資金担当部門が

行っており、さらに、月ごとにデリバティブ取引内容の報告書を作成し関係各部署に回付しております。一部

の在外連結子会社は、当社に対する外貨建て貸付金の為替変動リスクに対して、自国通貨でのキャッシュ・フ

ローをヘッジするため、先物為替予約を利用しております。 

  

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

の維持等により、流動性リスクを管理しております。また、主要取引金融機関とコミットメントライン契約を

締結し、流動性リスクを補完しております。 

  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ

バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２  金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)をご参照下さい。)。 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(単位:百万円)

  (※１)営業未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

  (※２)投資その他の資産「その他」に含まれております。 

  (※３)流動資産「その他」に含まれております。 

  (※４)破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。 

  (※５)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、( )で示しております。 

  

 

  連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1) 現金及び預金 44,115 44,115 ― 

(2) 営業未収入金 617    

貸倒引当金(※１) △5    

  611 611 ― 

(3) 投資有価証券       

①満期保有目的の債券(※２) 1,298 1,300 1 

②その他有価証券 343 343 ― 

(4) 短期貸付金(※３) 1,517 1,517 ― 

(5) 破産更生債権等 10,562     

貸倒引当金(※４) △5,196     

  5,365 5,365 ― 

資産計 53,253 53,254 1 

(1) 営業未払金 156 156 ― 

(2) 短期借入金 7,400 7,400 ― 

(3) 預り金 20,111 20,111 ― 

負債計 27,667 27,667 ― 

デリバティブ取引(※５) 67 67 ― 
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当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(単位:百万円)

  (※１)営業未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

  (※２)投資その他の資産「その他」に含まれております。 

  (※３)流動資産「その他」に含まれております。 

  (※４)長期債権に対応する貸倒引当金を控除しております。 

  (※５)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、( )で示しております。 

  

 

  連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1) 現金及び預金 46,907 46,907 ― 

(2) 営業未収入金 832    

貸倒引当金(※１) △7    

  825 825 ― 

(3) 投資有価証券       

①満期保有目的の債券(※２) 1,304 1,307 2 

②その他有価証券 442 442 ― 

(4) 短期貸付金(※３) 892 892 ― 

(5) 長期債権 14,803     

貸倒引当金(※４) △4,953     

  9,849 9,849 ― 

資産計 60,223 60,225 2 

(1) 営業未払金 119 119 ― 

(2) 短期借入金 6,000 6,000 ― 

(3) 預り金 20,455 20,455 ― 

負債計 26,574 26,574 ― 

デリバティブ取引(※５) (12) (12) ― 
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(2) 営業未収入金 

基本的には短期間にて決済されますが、回収事故に対処して、原則貸倒実績率により貸倒引当金として回収不

能見込額を計上しているため、時価は帳簿価額から貸倒引当金を控除した金額に近似しており、当該価額をもっ

て時価としております。 

(3) 投資有価証券 

時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価

格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照下さい。 

(4) 短期貸付金 

契約期間は短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(5) 長期債権 

個別に回収可能性を勘案し、貸倒引当金として回収不能見込額を計上しているため、時価は帳簿価額から貸倒

引当金を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

  

負  債 

(1) 営業未払金、(2) 短期借入金及び(3) 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

  

デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

(単位:百万円)

      上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証 

券」には含めておりません。 

  

 

区分 平成26年３月31日 平成27年３月31日 

非上場株式 170 170 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 295 743 

合計 465 913 
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(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(単位:百万円)

破産更生債権等(10,562百万円)は、償還予定額が見込めず、上記に含めておりません。 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(単位:百万円)

長期債権(14,803百万円)は、償還予定額が見込めず、上記に含めておりません。 

  

(注４) 有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(単位:百万円)

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(単位:百万円)

 

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

現金及び預金 44,115 ― ― ― 

営業未収入金 617 ― ― ― 

投資有価証券         

満期保有目的の債券(国債) 256 1,048 ― ― 

短期貸付金 1,517 ― ― ― 

合計 46,507 1,048 ― ― 
 

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

現金及び預金 46,907 ― ― ― 

営業未収入金 831 1 ― ― 

投資有価証券         

満期保有目的の債券(国債) 195 1,115 ― ― 

短期貸付金 892 ― ― ― 

合計 48,826 1,116 ― ― 
 

  １年以内 
１年超２年以

内 
２年超３年以

内 
３年超４年以

内 
４年超５年以

内 
５年超 

短期借入金 7,400 ― ― ― ― ― 

合計 7,400 ― ― ― ― ― 
 

  １年以内 
１年超２年以

内 
２年超３年以

内 
３年超４年以

内 
４年超５年以

内 
５年超 

短期借入金 6,000 ― ― ― ― ― 

合計 6,000 ―  ― ― ― ― 
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(有価証券関係) 

１  満期保有目的の債券 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(単位:百万円)

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(単位:百万円)

  

 

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 775 777 1 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 523 522 △0 

合計 1,298 1,300 1 
 

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 1,304 1,307 2 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの ― ― ― 

合計 1,304 1,307 2 
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２  その他有価証券 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(単位:百万円)

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(単位:百万円)

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

３  連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  
前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

      該当事項はありません。 

  
当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

      該当事項はありません。 

 

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

      

株式 315 214 100 

小計 315 214 100 

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

      

株式 27 40 △12 

小計 27 40 △12 

合計 343 255 87 
 

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

      

株式 413 214 198 

小計 413 214 198 

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

      

株式 29 40 △10 

小計 29 40 △10 

合計 442 255 187 
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(デリバティブ取引関係) 

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

該当事項はありません。 

  

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度(平成26年３月31日) 

(単位:百万円)

（注）時価の算定方法    取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

当連結会計年度(平成27年３月31日) 

(単位:百万円)

（注）時価の算定方法    取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(2) 金利関連 

該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

１  採用している退職給付制度の概要 

退職金規程に基づく退職一時金制度及び確定拠出年金制度を採用しております。 

  また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２  確定給付制度 

(1)  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

  

 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ取引の 
種類等 

主なヘッジ対象 契約額等 
契約額のうち

１年超 
時価 

原則的処理方法 
 為替予約取引 
  米ドル受取・円支払 

外貨建予定取引 11,757 ― 67 

合計 11,757 ― 67 
 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ取引の 
種類等 

主なヘッジ対象 契約額等 
契約額のうち

１年超 
時価 

原則的処理方法 
 為替予約取引 
  米ドル受取・円支払 

外貨建予定取引 14,995 ― △12 

合計 14,995 ― △12 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

退職給付債務の期首残高 3,568百万円 3,749百万円 

  勤務費用 320  〃 327  〃 

  利息費用 34  〃 36  〃 

  数理計算上の差異の発生額 △3  〃 24  〃 

  退職給付の支払額 △171  〃 △132  〃 

退職給付債務の期末残高 3,749百万円 4,004百万円 
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(2)  退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表 

  

(3)  退職給付費用及びその内訳項目の金額 

  

(4)  退職給付に係る調整額 

    退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

  

(5)  退職給付に係る調整累計額 

     退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

  

(6)  数理計算上の計算基礎に関する事項 

     主要な数理計算上の計算基礎 

  

３  確定拠出制度 

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度337百万円、当連結会計年度352百万円であ

ります。 

  
(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

非積立型制度の退職給付債務 3,749百万円 4,004百万円 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,749百万円 4,004百万円 

    

退職給付に係る負債 3,749百万円 4,004百万円 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,749百万円 4,004百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

勤務費用 320百万円 327百万円 

利息費用 34  〃 36  〃 

数理計算上の差異の費用処理額 △0  〃 △3  〃 

その他 0  〃 ―  〃 

確定給付制度に係る退職給付費用 355百万円 360百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

数理計算上の差異 ―百万円 △27百万円 

合計 ―百万円 △27百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

未認識数理計算上の差異 △3百万円 24百万円 

合計 △3百万円 24百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

割引率 1.0% 1.0% 
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(税効果会計関係) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(注)  前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれております。 

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（注） 前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

繰延税金資産     

  貸倒引当金 969百万円 1,309百万円 

  退職給付に係る負債 1,336  〃 1,295  〃 

  賞与引当金 862  〃 776  〃 

  未払事業税及び 
    未払地方法人特別税 

339  〃 275  〃 

  未払費用 261  〃 260  〃 

  受託販売原価 188  〃 254  〃 

  たな卸資産評価損 191  〃 107  〃 

  未収利息 104  〃 106  〃 

  役員退職慰労引当金 64  〃 63  〃 

  その他 307  〃 278  〃 

  繰延税金資産合計 4,626百万円 4,727百万円 

繰延税金負債     

  繰延ヘッジ損益 △22百万円 ―百万円 

  その他有価証券評価差額金 △31  〃 △59  〃 

  繰延税金負債合計 △54百万円 △59百万円 

繰延税金資産の純額 4,571百万円 4,668百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

流動資産－繰延税金資産 1,874百万円 1,755百万円 

固定資産－繰延税金資産 2,710  〃 2,913  〃 

流動負債－その他 △14  〃 ―  〃 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

法定実効税率 ― 35.64％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ― 0.16％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ― △0.02％ 

所得拡大促進税制による税額控除 ― △1.54％ 

住民税等均等割等 ― 0.76％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 2.74％ 

その他 ― △0.03％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 37.71％ 
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３  法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

  平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第９号）」及び「地方税法等の一部を

改正する法律（平成27年法律第２号）」が公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降に解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計

年度の35.64％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは

33.10％、平成28年４月１日以降のものについては32.34％にそれぞれ変更されております。          

  その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が389百万円減少し、当連結会計年度に

計上された法人税等調整額が394百万円、その他有価証券評価差額金が6百万円それぞれ増加し、退職給付に係る

調整累計額が0百万円減少しております。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

１  資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

事業用借地権設定契約等を締結している一部の仲介店舗の賃貸借期間経過後の原状回復義務であります。 

  なお、資産除去債務の負債計上に代えて、事業用借地権設定契約等に関する敷金の回収が最終的に見込めない

と認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっ

ております。 

  

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

事業用借地権設定契約等に基づく原状回復義務 

使用見込期間を当該契約期間に応じて10年～20年と見積っております。 

  

(3) 当該資産除去債務の総額の増減 

前連結会計年度の期首時点において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は8百万円でありま

す。また、資産除去債務の総額の前連結会計年度における増減はありません。 

当連結会計年度の期首時点において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は8百万円でありま

す。また、当連結会計年度は資産除去債務が0百万円増加し、期末時点における総額は9百万円であります。 

  

２  連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

当社グループは、不動産賃貸借契約に基づく事務所・店舗等の退去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、また、具体的な移転計画もないことから債務の履

行時期の見積りが困難であり、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資

産除去債務を計上しておりません。 
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(賃貸等不動産関係) 

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域及び海外（米国）において、賃貸用のオフィスビル等(土地を含

む。)を有しております。 

  平成26年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は867百万円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業

原価に計上)、売却益は3百万円(特別利益に計上)、減損損失は26百万円(特別損失に計上)であります。 

 平成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は917百万円(賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業

原価に計上)、売却益は3百万円(特別利益に計上)であります。 

  また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。 

(単位:百万円)

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２  主な変動 

   前連結会計年度 

増加は、賃貸用のオフィスビルの取得  258百万円、 

        賃貸用のオフィスビル等のリニューアル  106百万円、 

        為替換算差額  160百万円、 

減少は、賃貸用のオフィスビル等の自社使用への転用  130百万円、 

賃貸用の駐車場の売却  48百万円、 

減価償却  266百万円、 

減損損失  26百万円であります。 

   当連結会計年度 

増加は、賃貸用のオフィスビルの取得  112百万円、 

        賃貸用のオフィスビル等のリニューアル  73百万円、 

        為替換算差額  162百万円、 

減少は、販売用不動産への振替 155百万円、 

賃貸用の駐車場の売却  50百万円、 

減価償却  316百万円であります。 

３  時価の算定方法 

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含

む。)であります。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

連結貸借対照表計上額 

期首残高 52,718 52,766 

期中増減額 48 △167 

期末残高 52,766 52,599 

期末時価 34,839 34,595 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 
  
１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

  当社グループは、不動産仲介業務、不動産受託販売業務を主とした不動産流通事業と、その周辺事業を展開して

おり、その事業内容を勘案した業務別のセグメントから構成され、「仲介業務」、「受託販売業務」、「賃貸業

務」、「不動産販売業務」の４つを報告セグメントとしております。 

  「仲介業務」は、主に全国の主要都市において、住宅等の仲介業務を行っております。「受託販売業務」は、主

に全国の主要都市において、デベロッパー等が開発・分譲するマンション、戸建住宅等の受託販売業務を行ってお

ります。「賃貸業務」は、主に首都圏において、オフィスビル、マンション等の賃貸業務を行っております。「不

動産販売業務」は、主に首都圏において、土地、建物等の仕入・販売業務を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「第５ 経理の状況  １ 連結財務諸表等  (1)連結財務諸

表  注記事項  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。セグメン

ト間の内部営業収益又は振替高は市場実勢価格に基づいております。 
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３  報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

(単位：百万円)

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅ローンに係る事務代行業務等

を含んでおります。 

２  調整額は、以下のとおりであります。 

  (1) セグメント利益又は損失の調整額△3,645百万円には、セグメント間取引消去△524百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△3,121百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。 

  (2) セグメント資産の調整額49,283百万円には、管理部門に対する債権の相殺消去△7,179百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社資産56,463百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメント

に帰属しない現金及び預金、繰延税金資産及び管理部門に係る資産であります。 

  (3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額157百万円は、主に管理部門に係る建物の設備投資額で

あります。 

３  セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４  減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。 

  

  

 

  報告セグメント 

その他
(注１) 

合計 
調整額 
(注２) 

連結財務
諸表計上
額(注３)  仲介 受託販売 賃貸 

不動産 
販売 

計 

営業収益                   

外部顧客への営業収益 52,605 4,340 1,716 5,290 63,952 558 64,511 ― 64,511 

セグメント間の内部営 
業収益又は振替高 

61 209 251 ― 522 1 524 △524 ― 

計 52,666 4,549 1,968 5,290 64,475 559 65,035 △524 64,511 

セグメント利益 
又は損失（△）     

16,860 1,067 947 42 18,919 263 19,182 △3,645 15,536 

セグメント資産 7,685 2,067 56,410 5,041 71,205 5,605 76,810 49,283 126,094 

その他の項目                   

減価償却費(注４) 192 11 321 1 526 0 527 173 700 

減損損失 ― ― 26 ― 26 ― 26 ― 26 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

299 0 603 ― 903 ― 903 157 1,061 
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当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

(単位：百万円)

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅ローンに係る事務代行業務等

を含んでおります。 

２  調整額は、以下のとおりであります。 

  (1) セグメント利益又は損失の調整額△3,913百万円には、セグメント間取引消去△803百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△3,109百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。 

  (2) セグメント資産の調整額52,913百万円には、管理部門に対する債権の相殺消去△6,417百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社資産59,330百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメント

に帰属しない現金及び預金、繰延税金資産及び管理部門に係る資産であります。 

  (3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額199百万円は、主に管理部門に係る建物の設備投資額で

あります。 

３  セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４  減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。 

  

  

 

  報告セグメント 

その他
(注１) 

合計 
調整額 
(注２) 

連結財務
諸表計上
額(注３)  仲介 受託販売 賃貸 

不動産 
販売 

計 

営業収益                   

外部顧客への営業収益 54,180 4,277 1,870 8,556 68,884 449 69,333 ― 69,333 

セグメント間の内部営 
業収益又は振替高 

131 421 249 ― 802 1 803 △803 ― 

計 54,311 4,699 2,119 8,556 69,686 450 70,137 △803 69,333 

セグメント利益 
又は損失（△）     

15,597 916 978 408 17,900 169 18,070 △3,913 14,156 

セグメント資産 6,895 2,662 56,125 4,787 70,470 10,124 80,594 52,913 133,507 

その他の項目                   

減価償却費(注４) 270 9 369 0 649 0 649 190 840 

減損損失 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

640 48 294 ― 983 ― 983 199 1,182 
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【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の額が、連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略し

ております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあり

ません。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の額が、連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略し

ております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあり

ません。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

１  関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

(注) １  取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。 

２  取引条件及び取引条件の決定方針等 

    住宅等の受託販売等の取引条件については、同社との間で交渉の上締結した「販売業務委託協定書」の定め

によるほか、市場価格等に基づいて決定しております。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

(注) １  取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。 

２  取引条件及び取引条件の決定方針等 

    住宅等の受託販売等の取引条件については、同社との間で交渉の上締結した「販売業務委託協定書」の定め

によるほか、市場価格等に基づいて決定しております。 

  

 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 住友不動産 

㈱ 

東京都 

新宿区 

122,805 総合不動 

産業 

(被所有)

直接 

   70.52

間接 

      ― 

同 社 が 開
発・分譲す
る住宅等の
受託販売業
務を行って
おります。 
  
役員の兼任 
役員の転籍 

住宅等の 
受託販売等 

823 営業 
未収入金 

121 

流動資産 
「その他」 

1 

営業未払金 4 

預り金 1,601 

流動負債 
「その他」 

61 
 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 住友不動産 

㈱ 

東京都 

新宿区 

122,805 総合不動 

産業 

(被所有)

直接 

   70.50

間接 

      ― 

同 社 が 開
発・分譲す
る住宅等の
受託販売業
務を行って
おります。 
  
役員の兼任 
役員の転籍 

住宅等の 
受託販売等 

1,267 営業 
未収入金 

244 

流動資産 
「その他」 

4 

営業未払金 6 

預り金 3,925 

流動負債 
「その他」 

0 
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等 

      資金の貸付に関する取引条件については、市場金利等を勘案して決定しております。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２  親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

住友不動産㈱(東京証券取引所に上場) 

  

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

  

 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

同一の

親会社

を持つ

会社 

住友不動産 

カリフォルニア 

アメリカ

合衆国 

カリフォ

ルニア州 

US＄

162,771千

不動産 

賃貸事業 

なし 資金の貸付
資金の貸付 1,517 短期貸付金 1,517 

利息の受取 29 ― ─ 
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(１株当たり情報) 

(単位：円) 

(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２  当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株に分割し、単元株式数を10株から100

株に変更しております。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当た

り当期純利益金額を算定しております。 

     ３  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

      該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,459.07 1,606.33 

１株当たり当期純利益金額 166.58 156.78 
 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益(百万円) 9,523 8,960 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 9,523 8,960 

普通株式の期中平均株式数(株) 57,172,006 57,151,486 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

(注) １  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に

計上しているため「平均利率」の記載はしておりません。 

２  リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(単位：百万円) 

３  当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と特定融資枠契約を締結しております。 

  

【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2)【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

  

 

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 7,400 6,000 0.6 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定のリース債務 17 102 ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

― ― ― ― 

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

16 159 ― 
平成28年４月１日～
平成32年２月29日 

その他有利子負債 ― ― ― ― 

合計 7,434 6,262 ― ― 
 

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

98 52 6 2 
 

特定融資枠契約の総額 2,000百万円

当連結会計年度末借入残高 ―百万円
 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

営業収益 (百万円) 13,390 31,188 48,289 69,333 

税金等調整前 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 997 5,052 9,136 14,386 

四半期(当期)純利益 (百万円) 617 3,196 5,793 8,960 

１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 10.80 55.94 101.38 156.78 
 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり 
四半期純利益金額 

(円) 10.80 45.14 45.44 55.40 
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２ 【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 42,763 45,756 

    営業未収入金 ※1  484 ※1  699 

    販売用不動産 9 7 

    未成業務支出金 1,574 1,859 

    前払費用 372 408 

    繰延税金資産 1,737 1,644 

    関係会社短期貸付金 7,127 6,360 

    その他 ※1  391 ※1  456 

    貸倒引当金 △7 △10 

    流動資産合計 54,452 57,182 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 6,989 6,951 

      構築物 62 64 

      機械及び装置 0 0 

      工具、器具及び備品 161 185 

      土地 41,078 41,078 

      リース資産 32 243 

      有形固定資産合計 48,325 48,524 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 284 294 

      ソフトウエア仮勘定 - 29 

      電話加入権 116 116 

      無形固定資産合計 401 441 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 710 1,258 

      関係会社株式 17,774 17,774 

      長期債権 - ※2  14,803 

      破産更生債権等 10,377 37 

      長期前払費用 19 21 

      繰延税金資産 2,463 2,698 

      敷金及び保証金 ※1  4,498 ※1  4,429 

      その他 ※1  30 ※1  30 

      貸倒引当金 △5,030 △5,009 

      投資その他の資産合計 30,843 36,044 

    固定資産合計 79,571 85,010 

  資産合計 134,024 142,192 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    営業未払金 ※1  91 ※1  108 

    短期借入金 ※1  19,932 ※1  21,924 

    リース債務 17 102 

    未払金 ※1  526 ※1  291 

    未払費用 ※1  1,721 ※1  1,894 

    未払法人税等 4,428 3,481 

    未払消費税等 631 1,459 

    前受金 237 197 

    預り金 ※1  20,012 ※1  20,405 

    賞与引当金 2,397 2,313 

    流動負債合計 49,996 52,178 

  固定負債     

    リース債務 16 159 

    退職給付引当金 3,752 3,979 

    役員退職慰労引当金 181 197 

    受入敷金保証金 627 606 

    固定負債合計 4,578 4,943 

  負債合計 54,575 57,121 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,970 2,970 

    資本剰余金     

      資本準備金 3,543 3,543 

      その他資本剰余金 0 - 

      資本剰余金合計 3,543 3,543 

    利益剰余金     

      利益準備金 210 210 

      その他利益剰余金     

        別途積立金 49,000 49,000 

        繰越利益剰余金 23,807 29,363 

      利益剰余金合計 73,017 78,573 

    自己株式 △137 △142 

    株主資本合計 79,392 84,944 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 56 126 

    評価・換算差額等合計 56 126 

  純資産合計 79,448 85,071 

負債純資産合計 134,024 142,192 
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②【損益計算書】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益 ※2  57,969 ※2  59,640 

営業原価 ※2  39,299 ※2  42,373 

売上総利益 18,669 17,266 

販売費及び一般管理費 ※1,※2  3,661 ※1,※2  3,923 

営業利益 15,008 13,342 

営業外収益     

  受取利息及び受取配当金 ※2  75 ※2  83 

  投資事業組合関係収益 160 170 

  受取補償金 - 33 

  その他 ※2  30 ※2  25 

  営業外収益合計 266 312 

営業外費用     

  支払利息 ※2  152 ※2  152 

  その他 8 7 

  営業外費用合計 161 159 

経常利益 15,112 13,495 

特別損失     

  固定資産除却損 8 9 

  特別損失合計 8 9 

税引前当期純利益 15,104 13,485 

法人税、住民税及び事業税 6,644 5,243 

法人税等調整額 △727 △171 

法人税等合計 5,917 5,071 

当期純利益 9,186 8,414 
 

― 74 ―



【営業原価明細書】 

  

(注) ※１  主な内訳は、次のとおりであります。 

  

     ※２  主な内訳は、次のとおりであります。 

  

  

 

    
前事業年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

直接原価   540 1.4 1,525 3.6 

人件費 ※１ 23,785 59.9 24,172 56.7 

諸経費 ※２ 15,357 38.7 16,960 39.7 

合計   39,683 100.0 42,658 100.0 

期首未成業務支出金   1,190 ― 1,574 ― 

期末未成業務支出金   1,574 ― 1,859 ― 

営業原価合計   39,299 ― 42,373 ― 
 

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円) 

従業員給料手当 18,278 18,668 

福利厚生費 2,513 2,581 

賞与引当金繰入額 2,347 2,258 
 

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円) 

広告宣伝費 6,562 7,164 

賃借料 3,236 3,290 

消耗品費 1,191 1,298 
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③【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,970 3,543 ― 3,543 210 49,000 17,479 66,689 

当期変動額                 

剰余金の配当             △2,859 △2,859 

当期純利益             9,186 9,186 

自己株式の取得                 

自己株式の処分     0 0         

自己株式処分差損の

振替 
                

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
                

当期変動額合計 ― ― 0 0 ― ― 6,327 6,327 

当期末残高 2,970 3,543 0 3,543 210 49,000 23,807 73,017 
 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証

券評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △1 73,201 7 7 73,208 

当期変動額           

剰余金の配当   △2,859     △2,859 

当期純利益   9,186     9,186 

自己株式の取得 △137 △137     △137 

自己株式の処分 0 0     0 

自己株式処分差損の

振替 
  ―     ― 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
    49 49 49 

当期変動額合計 △136 6,191 49 49 6,240 

当期末残高 △137 79,392 56 56 79,448 
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  当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,970 3,543 0 3,543 210 49,000 23,807 73,017 

当期変動額                 

剰余金の配当             △2,857 △2,857 

当期純利益             8,414 8,414 

自己株式の取得                 

自己株式の処分     △0 △0         

自己株式処分差損の

振替 
    0 0     △0 △0 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
                

当期変動額合計 ― ― △0 △0 ― ― 5,556 5,556 

当期末残高 2,970 3,543 ― 3,543 210 49,000 29,363 78,573 
 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証

券評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △137 79,392 56 56 79,448 

当期変動額           

剰余金の配当   △2,857     △2,857 

当期純利益   8,414     8,414 

自己株式の取得 △5 △5     △5 

自己株式の処分 0 0     0 

自己株式処分差損の

振替 
  ―     ― 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
    70 70 70 

当期変動額合計 △4 5,551 70 70 5,622 

当期末残高 △142 84,944 126 126 85,071 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１  資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法)によっております。 

  ② 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 

  ③ その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定しております。)によっております。 

 ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

  なお、投資事業有限責任組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。 

  (2) たな卸資産 

  ① 販売用不動産 

 個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

  ② 未成業務支出金 

 個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

  

２  固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(その付属設備は除く。)は定額法、その他は定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数及び残存価額は、法人税法の規定と同一の方法に基づいております。 

  また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)による定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 投資その他の資産 

長期前払費用については、均等償却によっております。 

  なお、償却期間は、法人税法の規定と同一の方法に基づいております。 
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３  引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

営業未収入金等の回収事故に対処して、一般債権については原則として貸倒実績率により、長期債権、破産更生

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

  なお、数理計算上の差異は、その発生年度の翌事業年度に一括費用処理する方法によっております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任に伴う退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支払額を計上しております。 

  

４  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なって

おります。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜処理によっており、資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用に計上し、５年間

で均等償却を行っております。 

  

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。）を当

事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金及び繰越利益剰余金並びに当事業年度の営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響はありません。 
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(貸借対照表関係) 

※１  関係会社に対する資産及び負債 

  区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。 

  

※２  長期債権 

  「長期債権」は、取引先に対する貸付金であります。 

  なお、回収不能見込額4,953百万円を貸倒引当金として計上しております。 

  本債権は、前事業年度において「破産更生債権等」に計上していた取引先に対する貸付金と、同貸付金の担

保に供された不動産に別除権を有する他の債権者の債権を当事業年度において当社が取得した金額の合計額で

あり、取引先の支払能力から総合的に判断し、当事業年度より同勘定科目で計上しております。 

  

３  偶発債務 

  保証債務の内容及び金額は次のとおりであります。 

(注)１  一般顧客に対する保証は、主にマンション、戸建等の売却者及び購入者の建物の瑕疵に対するもので

あります。 

    ２  ローン利用者に対する保証は、住宅ローン利用者の金融機関からの借入金に対するものであります。

  

(損益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。 

  

※２  関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額は、次のとおりであります。 

  

 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

短期金銭債権 189百万円 324百万円 

長期金銭債権 409  〃 366  〃 

短期金銭債務 14,291  〃 20,023  〃 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

一般顧客 2,669百万円 1,933百万円 

ローン利用者 0  〃 96  〃 

計 2,669百万円 2,029百万円 
 

  
前事業年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

 従業員給料手当 891百万円 933百万円 

 広告宣伝費 305  〃 483  〃 

 減価償却費 173 〃 190 〃 

 賞与引当金繰入額 49 〃 54 〃 

 退職給付費用 40 〃 41 〃 

 役員退職慰労引当金繰入額 26 〃 21 〃 

    

おおよその割合   

 販売費 8％ 12％ 

 一般管理費 92％ 88％ 
 

  
前事業年度 

(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

営業取引     

  営業収益 920百万円 1,492百万円 

  営業費用 1,140  〃 1,288  〃 

営業取引以外の取引 166  〃 181  〃 
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(注) 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額 

(単位:百万円) 

    上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。 

  
(税効果会計関係) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（注） 前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を省略しております。 

                                 

 

区分 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

(1) 子会社株式 17,769 17,769 

(2) 関連会社株式 5 5 

計 17,774 17,774 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

繰延税金資産     

  退職給付引当金 1,337百万円 1,287百万円 

  貸倒引当金 902  〃 1,249  〃 

  賞与引当金 854  〃 765  〃 

  未払事業税及び 
    未払地方法人特別税 

319  〃 266  〃 

  受託販売原価 188  〃 254  〃 

  未払費用 248  〃 246  〃 

  未収利息 104  〃 106  〃 

  役員退職慰労引当金 64  〃 63  〃 

  その他 212  〃 162  〃 

  繰延税金資産合計 4,231百万円 4,401百万円 

繰延税金負債     

  その他有価証券評価差額金 △31百万円 △59百万円 

  繰延税金負債合計 △31百万円 △59百万円 

繰延税金資産の純額 4,200百万円 4,342百万円 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

法定実効税率 ― 35.64％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ― 0.17％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ― △0.02％ 

所得拡大促進税制による税額控除 ― △1.64％ 

住民税等均等割等 ― 0.79％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 2.78％ 

その他 ― △0.11％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 37.61％ 
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３  法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

  平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第９号）」及び「地方税法等の一部を

改正する法律（平成27年法律第２号）」が公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算（ただし、平成27年４月１日以降に解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

35.64％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.10％、

平成28年４月１日以降のものについては32.34％にそれぞれ変更されております。          

  その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が369百万円減少し、当事業年度に計上

された法人税等調整額が375百万円、その他有価証券評価差額金が6百万円それぞれ増加しております。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 
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④【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

(単位：百万円)

  

【引当金明細表】 

(単位：百万円)

  

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 
減価償却 
累計額 

有形固定資産 建物 6,989 365 11 392 6,951 11,229 

  構築物 62 9 0 7 64 395 

  機械及び装置 0 ― ― 0 0 57 

  工具、器具及び備品 161 69 0 45 185 1,002 

  土地 41,078 ― ― ― 41,078 ― 

  リース資産 32 270 ― 59 243 89 

  計 48,325 714 11 504 48,524 12,774 

無形固定資産 ソフトウエア 284 190 ― 180 294 294 

  ソフトウエア仮勘定 ― 37 8 ― 29 ― 

  電話加入権 116 ― ― ― 116 ― 

  計 401 228 8 180 441 294 
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸倒引当金 5,037 10 28 5,019 

賞与引当金 2,397 2,313 2,397 2,313 

役員退職慰労引当金 181 21 6 197 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注)  当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外

の権利を有しておりません。 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社 

証券代行部 

株主名簿管理人 
（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社 

取次所 ― 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。 
URL:http://www.stepon.co.jp/ir/ir.html 
ただし、電子公告を行うことができない事故その他のやむを得ない事由が生
じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。 

株主に対する特典 なし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度  第40期(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)  平成26年６月26日関東財務局長に提出 

(2) 内部統制報告書 

平成26年６月26日関東財務局長に提出 

(3) 四半期報告書及び確認書 

第41期第１四半期(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日)  平成26年８月８日関東財務局長に提出 

第41期第２四半期(自  平成26年７月１日  至  平成26年９月30日)  平成26年11月14日関東財務局長に提出 

第41期第３四半期(自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日)  平成27年２月13日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書 

平成26年６月30日関東財務局長に提出 

(5) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書 

事業年度  第40期(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)  平成26年６月27日関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

平成27年６月25日

住友不動産販売株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住友不動産販売株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住

友不動産販売株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 

  
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士      貞      廣      篤      典      ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士      深      井      康      治      ㊞ 
 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、住友不動産販売株式会社の平

成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、住友不動産販売株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

  

 

  

※１  上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２  XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 



独立監査人の監査報告書 

  

平成27年６月25日

住友不動産販売株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住友不動産販売株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友不

動産販売株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

 

 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士      貞      廣      篤      典      ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士   深      井      康      治      ㊞ 
 

  

※１  上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２  XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 



  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年６月25日 

【会社名】 住友不動産販売株式会社 

【英訳名】 Sumitomo Real Estate Sales CO., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田 中 俊 和 

 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 

 

【縦覧に供する場所】 
住友不動産販売株式会社総務本部総務部(関西) 

  (大阪市北区中之島三丁目２番18号) 

株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

(注)  上記の総務本部総務部(関西)は、金融商品取引法に規定する

縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して、縦覧

に供する場所としております。 
 



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

 当社代表取締役社長田中俊和は、当社及び連結子会社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有してお

り、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価

及び監査に関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係

る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性があります。 

  
２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

  財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度末日である平成27年３月31日を基準日として行われており、評価に当

たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

  本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制(全社的な内部統制)の評価を行った

上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価においては、

選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上

の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

  財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の

観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を

考慮して決定しており、当社及び連結子会社３社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロ

セスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。 

  業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高(連結会社間取引消去後)

の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している当社を重要な事業拠点と

しております。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として、営業収益、営業

未収入金及び未成業務支出金に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点以外

の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る

業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要

性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  
３ 【評価結果に関する事項】 

  上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社及び連結子会社の財務報告に係る内部統制は有効であると判

断いたしました。 

  
４ 【付記事項】 

該当事項はありません。 

５ 【特記事項】 

該当事項はありません。 

 




